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オスロ都市圏における

道路課金難度と温暖化への影響
The　road　tell　system　aRd　its　effects　on　global　warming　in　Oslo　urban　area

　　　　山　下　　　潤＊

　　　　　Jv1ft　YAMASHITA

2008年11月18日受付，2008年12月24日受理

Abstraet

　　CongestioR　charges　or　taxes，　and　construction　ef　the　comp3ct　city　are　some　of　the　urban　policy

measures　to　create　eco－friendly　cities．　The　present　study　addressed　influences　of　such　congestion　charges

and　urban　form　to　reductionin　environmental　loads　like　greenheuse　gas　emissieft．　To　attain　this　purpose，

this　stkzdy　examined　chaftge＄　in　the　number　of　cars　passed　through　toll　gates　after　the　establishment　of

road　toll　system　in　Oslo　urban　area，　Norway　This　stuidy　alse　scrutinized　a　relationship　between　urban

form　and　carbon　dioxide　emission．　As　results，　it　is　shown　that　bothincreasing　number　of　cars　even　after

the　start　of　road　tolling　and　the　unchanged　urban　form　in　Osio　urban　area　breught　no　change　in

commuting　patterns，　and　iR　turn，　snch　fio　change　caused　increase　in　carbon　dioxide　emission．　lt　is，

therefore，　conciuded　that　fto　chaikge　in　commuting　patterns　and　cektralised　urban　form　cou！d　lead　to　more

emissioR　of　greenheuse　gases．

キーーワード1持続可能な都市，渋滞課金・税，温室効果ガス，二酸化炭素，都市形態

Keywords：　sustainable　cities，　congestion　charge／tax，　greenhouse　gas，　carbon　dioxide，　urban　form

1　はじめに

　自動車利用の拡大にともない，運輸部門での温室効果ガ

ス（GHG＞の排出増加が世界各国で大きな社会的問題と

なっているが，当該部門でのGHG排出抑制の一手段とし

て渋滞税・課金の導入が各国で検討されている．主に通

勤・通学にともなって平日の朝夕に増大する自動車交通量

が都心部とその周辺部で渋滞を発生させている．渋滞発生

にともなう走行速度の低下が燃料消費量の増大，ひいては

GHG排出量の増大につながるとともに，渋滞に付随する

騒音・大気汚染等によって，これら地域での生活環境の質

を低下させている．このため，都心部やその周辺部への流

入・通過車両に対して課金・課税することにより，朝夕の

ピーク時もしくは平日全日の自動車交通量を削減しようと

する制度が渋滞税・課金制度である．すでにロンドンとス

トックホルムで渋滞税・課金制度が導入されており，自動車1

利用の抑制によるGHG排出削減，騒音・大気汚染物質排

出量や交通事故発生数の減少などの効果があることが報じ

られている（City　of　Stockhoim，2006；Transport　for

London，　20e7　；　Stockholms　Stad，　2eO8）．

　他方，都市構造をよりコンパクトな形態へ変えることで

自動車からのGHG排出を削減しようとする施策もある．

これは，都市の外延拡大により，郊外人口が増大する一方

で，これらの人口が移動手段として主に自動車に依存する

ようになったことから，GHG排出量：を増加させたことに

焦点をあてた施策といえる．郊外化による自動車エネル

ギー消費量の増大に関しては，Newton　and　Kenworthy

（1989）を疇矢として国内外で研究がすすめられ，市街地の

人口密度と自動車の燃料消費量に負の相関があることが明

らかにされている（谷口他，1999）。この知見にもとづき，

都市構造をよりコンパクト化する試みがなされている．

　このように！都市の構造をコンパクト化するという施策
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の方向性が示される一方で，都市圏に関しては，1都市圏

内の中心的な業務地区であるセンターから圏域の周辺・郊

外に立地するサブセンターへ通勤流動を分散させることで

GHG排出を抑制するという方向性も示されている．この

ような考え方は，第4次首都圏基本計画で示された業務核

都市の思想と軌を一にする．このような多極分散型の都市

建設思想に関して，郊外にサブセンターが立地した場合，

通勤流動はセンターよりもサブセンターを嗜好することが

欧米の研究で明らかにされる一方で（Anderson　et　a1，

1996），このような多極分散型の都市圏構造がGHG削減

につながることも示されている（明石・室町，2007；山下，

2008）　．

　このように従来の研究では，環境負荷を軽減させるため

の地域政策として課金・課税と都市構造の変容を個々に

扱っているが，いずれの政策がより環境負荷の軽減に影響

を与えているか十分に解明されているとは言い難い．この

ような現状に鑑み，本稿では，課金・課税制度が環境負荷

の軽減をもたらしたか，さらに，都市の構造変化がGHG

排出へ影響を与えたかを検討することを目的とする．

　以上の研究目的を踏まえて次章で，道路課金・税制度と

都市構造の変化による温室効果ガスの排出量へ影響を検討

するための方法とデータを示すとともに研究対象地域であ

るオスロ都市圏について概説するeつづく3章で，当該都

市圏の道路課金・課税政策について概観した後，上述した

分析にもとつく結果を4章で示す．最後に5章で，本研究で

の結果を検討し，6章で，今後の課題について若干触れる。

ここでDκ1都心から距離κ地点の（従業）人口密度；

D◎1都心の（従業）人口密度；bl距離減衰パラメー

タ；x：都心からの距離、

　さらに各コミューン間に通勤流動データに距離を乗ずる

ことで算出される総輸送費を独立変数とし，運輸部門の

CO、排出量を従属変数とする回帰分析を行い，都市構造と

環境負荷との関係を定量的に検討する．

2－2　データ

　徴収ゲートの日平均通行量に関しては，徴収ゲートを通

過する際の通行料を微議する組織として，オスロ都市圏を

構成するオスロ市とアーケルフス県（Akerhus　fylkeskom－

mune）がそれぞれ60％と40％出資することで設立された

：Fjellinlen社の資料を用いた1）．

　都市構造の変化を明らかにする際，ノルウェー中央統計

局が作成した2000年と2005年のオスロ市とアーケルフス県

下の41コミューンで構成されるオスロ都市圏における16歳

以上の41コミューン問の通勤流動データを用いたe

　また通勤流動量データの制約から，ノルウェー中央統計

局が作成したオスロ都市圏下41コミューンにおける5か年

（1991，1995，2000，2005，2006年）の運輸部門CO、排出

量のうち，2000年と2005年のみを用いて，都市構…造の変化

による環境への影響を明らかにした．

2－3　研究対象地域

2　研究方法とデータ

　本章では，分析に用いた方法とデータ，ならびに研究対

象地域の概観を示す．

2一＃　研究方法

　上述した目的を明らかにするため，以下の手法を用い

た．まず後述するオスロ都市圏の徴収ゲーートを通過した車

両のデータと，運輸部門のGHG排出量のデータを用い

て，道路課金・課税による交通量への影響を明らかにす

る．ついで都市構造の変化に関しては，2000年と2005年の

16歳以上の通勤流動データをもとに，居住地で集計された

人口（夜間人口）と就業地で集計された人口（昼間人口）

を算出し，これらを各コミューンの面積で除することで求

めた夜間人口密度と昼間人口密度を，以下の式で示される

クラークモデルに代入することでオスロ都市圏の人口分布

状況を把握する．
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図1　研究対象地域
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オスロ都市圏における道路課・金制度と温暖化への影響

　研究対象地域は，後述する道路課、金制度を1990年に導入

したノルウェーのオスロ都市圏下にある41コミューンであ

る（図1＞．都市圏全体の人口は約104万（2006年現在）で

あるが，県域における夜間欝欝の約42％，昼間人ロの約

56％（2000年現在）が中心都市であるオスロ市に集中し，近

年この傾向は強まっている．このような夜間・昼間人口の

差は，周辺自治体からオスロ市へ通勤流動の転入超過がみ

られることを意味する．

3　道路諜金制度の概要

　オスロ都市圏では，19箇所の通過ゲートからなるオスロ

トールリングと称される道路課金制度が導入されている

（図2）2）．英・矢島（2008）が課金制度について詳論して

おり，本稿では詳述しないが，2GO7年までの導入期間は，

第：1；期（1990～2001年）のOslopa：kke　1と，公共交通施設

のさらなる整備を目的として，自動車利用者だけでなく，

公共交通の利用者に対しても運賃に上乗せするかたちで課

金するようになった第2；期（2001～2007年）のOs1◎pakke

2の二期に分けられている．第1期開始当初は重量3。5t

図2　オス縫欝周辺の徴版ゲー1・

　　（Fjeliinjeft社の資料による）

注：白抜き番号31～49が徴収ゲート

　　　　　　　　　　　、「厭「弄rアー『’1■．t　5夢RjE　　h二se＝m　

pa　3　徴収ゲー一F直前の課金を示す道路標識

　　　　　　（2007年9月撮影）

以下の車両に対して11NOK（1NOK　＝約23円，1990年当

時）が課金されていたが，第2期末には同種の車両に対し

て20NOK（1NO：K≒2◎円，20◎7年〉が，3．5t以上の車：両

に対して4◎NOKが徴収された（図3）．

　オスロトールリングでは，日本の高速道路や一般有料道

路と同様に，道路建設・維持の財源の一部を：確保する目的

で，受益者負担の原則にもとづき道路利用者に課金されて

いる3）　．ただし，日本の高速道路が出発地のインターチェ

ンジから到着地のインターーチェンジ間の料金を支払うク

xx・一ズドシステムであるのに対して，オスロトールリング

では通過する全車両に対して課金するオープンシステムを

採用している点で両者は異なる（図4＞．

pa　4　徴版ゲートでの通過量の徴収状況

　　　　　（2◎◎7年9月撮影）

4　研究結果

4　一一　S　欝欝ゲート通過量の変化

　1El平均の徴収ゲーート通過台数をみると，通勤流動への

道路課金の影響がほとんどないことがわかる（表1）．1990

年のOsl◎pakke　1の実施以降，1991～1993年に徴収ゲs・‘一“．．

ト通過量は1990年比で0．7～2．0％減少しているが，1994年

以降は増加に転じている．さらに2001年のOslopakke　2

の実施にともない，道路利用者に対して2NOKが加算さ

れた：にもかかわらず，2001年の通過量は2000年よりも増加

しており，課金による影響はほとんどなかったといえる．

また1994年以降の通過量の増大にほぼ比例するかたちで，

運輸部門のCO、排出量も増加していることがわかる．

al　一・　2　地域三門の変化

　夜間・昼間人口密度をクラークモデルに適用した結果，

2000～20G5年間で夜門人ロが郊外化している一方で，昼間

人口が中心都市であるオスロ市に集中し，両者の分布の差

が拡大していることがわかる（表2＞eまた夜間・昼間人口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　77
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山　下

表1　オス舜都市團での交通量とCO2携出量の変化

　　　　　　　　（iggo～20⑪7年）

　　1日平均　増加率　オスロ都市圏での　増加率
年　　自動車　　（1990年　運輸部門のCO2　（1991年

　　通過台数　＝100．0）　排出量（千t）　＝　IOO．O）

1990　208，543

1991　204，387

1992　204，42e

1993　207，025

1994　212，555

1995　2！8，758

1996　225，967

1997　233，927

1998　240，630

1999　237，642

2000　240，451

2001　243，76！

2002　244，li8

2063　245，199

2004　248，223

2005　252，604

2006　254，230

2eO7　260，897

1oo．0

98eO

98eO

99e3

101e9

104e9

108e4

112e2

115e4

114eO

115e3

116．9

！17sl

l17e6

119．0

121．1

121eg

125e1

1，868　IOO．O

2，028　！08．6

2，176

2，515

2，572

116．5

13406

137e7

（Flellinlen社とノルウェー中央統計局の資料による）

密度とも傾きは0．03前後で距離減衰効果は低く，オスロ都

市圏全域に人口が分散していることもわかる．一方2か年

を通じて，決定係数は1％水準で有意であり，クラークモ

デルはこれらの人口分布をよく説明しているといえるe

　距離減衰パラメータ（b）の変化に着目すると，夜間人口

は2000～2005年間で値が減少しており，夜間人口が郊外へ

分散しているのに対して，昼間人口に関しては値が増加し

ており，中心市であるオスロ市へ従業人口が集中している

ことを示している．このことは，昼間人口の分布と夜間人

口の分布の差が拡大していることを意味し，分布差の拡大

にともない，通勤流動が増大していることが予想されるe

　　　　　表2　クラークモデルの適用結果

夜間人口密度 昼間人口密度

2000年 2005年 2000年 2005年

b　3eO7E”’02＊　3eOsE－02＊　2e92E”’02＊　2　e94EHO2＊

R2　Oe315“ Oe312“ Oe223＊ Oe229＊

＊1％水準で統計的に有意

　図5は研究対象地域の南東方向から2000年の昼間人口密

度の分布を示したものであるeこの図からも，中心都市で

あるオスロ市への従業人口の集中が卓越し，一極集中型の

都市構造を呈していることがわかる．

羅一3　交通流動とC◎2排出の関係

　回帰分析を用いて，交通流動の変動とCO2排出量の変

動の関係を検討するeここでは，従属変数として，2000年
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図5　昼間人as密度（20　ee　ee）

と2005年の運輸部門におけるCO2排出量を用いた．一方

独立変数は，2000年と2005年における2コミューン間の通

勤流動量に距離を乗じた，次式で示される輸送費（Ci）で

ある．

G＝［（Σ」　T，ブ・Pガ）一　Tii・　Dii］

　ここで，Tij：発地i着地ブ間の通勤流動量（人）

　Di，・：発地i着地ブ問の距離（km）

　i＝1，2，…，41；ブ＝1，2，…，41であり，1と

　ブは41コミューンをあらわす．

　なお距離Dガブを各コミューンの道路距離で測定した．

　2000年，2005年ともに単回帰式の説明率は高く，各々

68．3％と78．6％であり，すべて！％水準で統計的に有意で

ある（表3）．さらに回帰係数は正であり，輸送費の増加が

CO2排出量の増加をもたらすことを示している．

　輸送費と昼間人口の変化をみると，2000～2005年間の輸

送費の伸びが昼間人口の伸びを上回っているが，このこと

は，上述したオスロ市への一極集中の強化と，夜間人口の

郊外化に関係していると推測される（表4）．コミューン問

の距離は2000年と2005年で変化が無く，オスロ大都市圏内

で昼間人口が1．6％増加した場合，輸送費も同様に増加す

ると考えられるが，2000～2005年の間に輸送費は4．2％増

加し，昼間人口の増加分を上回っていることから，一極集

中構造が強化されたことが，昼間人口の増分を上回る輸送

費の増加を生んだ原因であると考えられる．したがってオ

スロ都市圏では，自動車燃料消費を抑制すると考えられて

いる多極分散型の構造へとその都市構造を改変できず，一・

極集中型の都市構造を温存させたことがGHG排出の増大

を生んだと推論できる．

表3　回帰分析の結果（2⑪⑪⑪・2⑪⑪5年）

2000年 2005年

b　6e25E““04＊　5　e　87［E“’04＊

R2　Oe683“ 60786＊

＊1％水準で統計的に有意



オスロ都市圏における道路課金調度と温暖化への影響

表4　輸送費と昼間人鐸の変化〈20ee磯O鱒年〉

2GGO年 2005年

表轟　全通過車両にしめる免貌車両・低公害車の割合

　　　　　　く20ew年8月～20⑪8年5月）

輸送費（人嘉島　　6，506，472

（2000年＝100）　　（100．0）

6s776・724
　（XO4．2）

昼間人口（人〉

（2000年＝100）

630，440

（100．0）

64g，222

（iOie6）

5　考察

　ここでは，オスロ都市圏の道路課金制度と，ストックホ

ルム都市圏で導入された渋滞税を比較することで，渋滞課

金・税制度のCO2削減への影響を検討する．2006年1月3

日から同年7月31日まで実施された社会実験：（Stock－

holmsfδrsδket）を経て，2007年8月1日から恒久的に渋

滞税がストックホルム市中心部で導入された．土曜・日

曜・祝日・祝前日と7月全日を除く平日の午前6：3◎から

午後6129までに，課税対象地域であるストックホルム市

中心部を通過した車両に対して，！0～20SEK（1SE：K≒20

円）が18の徴収ゲートで課税される。朝晩のラッシュ時に

おいて課・金額が高く設定されており，一日の最大徴収額：は

60SEKである．

　渋滞税の課税以降，課税対象地域への自動車利用は年々

減少しており，それに代わって，公共交通機関の利用者が

増加していることがわかる（図6）．　このような自動車の

利用抑制により，CO2排出だけではなくsNOx，　SOxと

いった大気汚染物質の排出が抑制されており，渋滞税導入

による温室効果抑制の効果が認められている（City　of

Stockhoim　and　Stockholm　and　Uppsala　County　Air

Quality　Associations，20◎6）．ストック：ホルム都市圏の渋

滞税制度と比較すると，オスロ都市圏では，週7日，一一　H

24時間に同額が課金されていたことから，特にピ門門ク時に

年月
全免税車両

ﾌ割合（％）

低公害車の

ы〟i％〉

2GO7年8月 24 8

2007年9月 24 8

20G7年10月 24 9

2007年11月 24 9

2007年12月 24 9

2008年1月 24 lo

2008年2月 25 10

2008年3月 25 10

2008年隔月 25 1！

2008年5月 26 11

（スウェーデン道路庁の資料をもとに作成）
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おいての運転者が自動車利用を抑制しようとするインセン

ティブが働きにくい道路課金制度になっていたため，結果

として通過量が減少しなかったと推灘される．

　このようなピーク時と非ピーク時での差別的な課税に加

えて，ストックホルム都市圏の渋滞税制度では，低公害車

への差別的な免税措置もCO，削減に効果的であったとい

える．基本的に課税対象地域を通過する全車両が徴収の対

象となるが，緊急車両，大型バス，自動二輪，電気自動

車，LPG以外のガス燃料で走行する車両，アルコール燃

料自動車などの車両が免税対象となっている．このような

公共交通機関や低公害車に対する免税措置により，渋滞課

税以降，徐々に低公害車の割合が増加しており，渋滞税導

入によるCO，削減効果に加えて，低公害車の増加による

CO2削減効果が加算されているといえる（表5＞．これに

対して，オスロ都市圏では，各種：のバイオマスから抽出さ

れたエタノールとガソリンの双方を燃料として利用可能な

フレックスフェ日医ル車の導入率が低いこととも関係し，電

気自動車のみが免税対象車となっており，自動車利用者が

低公害車を導入しようとするインセンティブを削ぐような

免税適用範囲の狭さもオスロ都市圏におけるCO，削減量

の少なさと関係していると考えられる．したがって，環境

負荷の軽減を目的として道路課金・税制度を導入し，効率

的に交通量を削減するには，ピーク時と非ピーク時の課税

額をいかに設定するかや，免税対象車両に何を含めるかな

どが課題になるといえる．

6　むすび

ス整ック摩ルム窃六十部へ流入する翻動車・

公共交通利用春の推移G鱒7《峨⑪舗年〉

　（ストックホルム県の資料による）

　本研究では，オスロ都市圏を事例として，道路課金・税

制度や都市溝造の変化がCO2排出で代表される環境負荷

の軽減に寄与するかを検討したが，研究結果を以下のよう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　79



山　下 潤

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　やに要約できる．まず当該地域の道路課金制度に関しては，

環境負荷軽減への影響がほとんどなかったといえる．この

ことは，スウェーデンの渋滞税制度で用いられているピー

ク時での差別的な課税とは異なり，一日を通じて定額が課

金されている点と関係していると推測された。さらにオス

ロトールシステムでは，低公害車への優遇措置等を十分に

加味していない点がGHG排出の有効な削減へ結びついて

いないとも考えられた．

　つぎに都市構造の変化と環境負荷の軽減の関係に関して

は，2000～2005年間でコミューン間の通勤流動量に同区間

の距離を乗じた輸送費が増加することにより，CO、排出量

が増加していることが観察され，これを，中心市であるオ

スロ市への従業者数の増加と，郊外化にともなう周辺コ

ミューンへの夜間人口の増大によるオスロ市への都市構造

の一極集中化にあることを指摘した．このため多極分散型

の都市構造を形成できなかったことが環境負荷増大の要因

の一つであると推論した．

　最後に，今後の課題について若干述べる．本研究では，

オスロ市とアーケルフス県を中心として交通計画が策定さ

れ，同市・県の出資によって，オスロトールシステムの道

路課金を徴収する会社が設立されていたことから，同市・

県で構成されるオスロ都市圏で発生する通勤流動を主な指

標として，CO2排出量との関係を検討した．しかし中心市

であるオスロ市へ流入する通勤流動は，同市・県以外の

県・コミューンからも発生しており，交通流動と都市構造

との関係を明らかにするには，今後これらの県・コミュー

ンを含むオスロ大都市圏（greater　Oslo　region）での分析

が必要であるといえる．

　さらに本研究では，オスロ都市圏下の41コミューンにお

ける運輸部門のCO2排出量を用いて分析を行ったが，よ

り厳密には，通勤者が利用する自家用車や公共交通機関

（バス，電車，地下鉄，路面電車）等の交通手段ごとの交

通量や速度等を考慮し，交通手段ごとにCO2排出量を経

年的に算出した後に，都市構造の変化と温室効果ガス排出

の関係をより直接的に検討する必要があるといえる．した

がって交通手段ごとにCO，排出量を求めるため，今後

パーソントリップ調査の内容や，各交通手段の燃料消費量

の算出方法等を調査・検討する必要がある．

の変動と政策評価に関する研究』課題番号11952068◎，研究

代表者1山下　潤）の一部を使用した．

　　　　　　　　　　　　　注

1）Fjellinjen社による4か年（2002，2003，2005，2007年）の年

次報告書（Arsrapport）を用いた．

2）　https：／／www．fjellixxjen．no／Passering／Toll－reads／en

3）先述した渋滞税・課金制度が，ピーク時もしくは全日での自動

車流動量の総量規制を目的にしているのに対して，オスロトー

ルリングは通常の道路課金制度と同様に，ピ・一・一・ク時や全日の総

量規制を目的としていない．したがって厳密な意味でオスロ

　トーールリングを渋滞税・課金制度であると称することはむずかし

い。
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